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１．はじめに
　歴史家の間で，19世紀の後半から20世紀の初頭にかけて生じた「第２次産業
革命」の内容に関しては一定の合意が見られる。それは，大きくインフラ，技
術，市場という３つの要素の構造的変化に代表される。インフラ面では，鉄道
輸送ネットワークが電信という通信技術を伴って，米国の都市と都市を結びあ
わせ，全国市場を形成した。技術面では，電気の発明と送電が開始されたこと
により電気機器が出現し，内燃機関の発展により自動車や航空機が誕生し，化
学の発展によりナイロンなどの人工繊維，石油化学製品が出てきた。市場面で
は，核家族化が進み，従来の大家族という消費単位が質量ともに変化していっ
た。こうしたインフラ，技術，市場の変化を背景に，消費市場が急速に拡大し，
その消費を支える物流インフラと量産を可能にする効率的な生産技術の発展に
より，大量生産・大量流通（販売）体制が確立した。そして，その構造的変化
を近代的な大企業の生成・発展のプロセスとして明快に描いたのが，経営史家
のアルフレッド・D・チャンドラー Jr. 氏の『経営者の時代』という著書であっ
た⑴。以降，チャンドラーが米国の歴史について記述した「大企業モデル」が，
世界各国での企業成長あるいは大企業発展の概念モデルになるほどに流布して
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いった。
　しかしながら，1970年代の半導体技術の深化を基盤としたマイクロエレクト
ロニクス（ME）技術の進展，そして90年代に入って本格化する情報技術（IT）
のビジネスへの浸透により，ビジネス・システムの構造的な変化が促された。
一部の歴史家は，そうした変化を「第３次産業革命」と呼び，ビジネス・シス
テムの変革モデルを提起するようになった。とくに注目すべき研究は，こうし
た構造的変化を「コンビニエンスストア」の経営史を通じて論じた，川辺信雄
氏の『新版 セブン-イレブンの経営史』（2003年）である。同書は，第２次か
ら第３次産業革命の移行期に生じた「コンビニエンスストア」という業態の日
米における生成・発展の歴史を記述しながら，流通・小売といった属人的な産
業において，電子商取引という機能を身にまとい，極めて洗練された日本型情
報企業として進化を遂げた歴史を明快に描いている⑵。
　川辺氏の研究が「第３次産業革命」を記述する上での概念モデルを提示して
いる数少ない研究であることは論を待たない。もちろん，米国の研究者の間で
も，例えば，トマス・K・マックロウ氏が“Creating Modern Capitalism”（1997）
という経営史のケーススタディ集的性格の著書のなかで，また，ジョセフ・フィ
ンケルスタイン氏が“The American Economy-From the Great Crash to the 
Third Industrial Revolution”（1992）というテキスト的な著書のなかで「第３
次産業革命」という用語を使用している⑶。しかし，両者ともに新技術の登場
とそのインパクトを印象論的に述べるに留まっている。そのため，第２次から
第３次産業革命への移行期に，いかなる変化がどのように生じたのか。また，
そうした歴史を踏まえつつ，今後の変化を考える上で「第３次産業革命をいか
なる構造的変化として概念化すればよいのか」という点に対して，明確な答え
を用意できていない。その意味では，川辺氏の研究は卓越している。
　しかしながら，第３次産業革命の動因の一端を担う中心的技術である ITに，
より立ち入って見ていくと，さらに２つの彫り込むべき課題が見えてくる。第
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１に，第２次から第３次産業革命への移行期（あるいは，発展・移行プロセス）
において，その経営システムの進化は通信回線に関する制度的かつ技術的な制
約を抱えており，そうした制約によって第３次産業革命の経営システムの発展
プロセスが規定されてきた。これらをきちんと記述することこそ，第２次から
第３次の移行プロセスの理解を深めることになる。
　第２に，第１の点と密接に関係しているが，こうした制約を明らかにするこ
とで，第３次産業革命の経営システムに関するより精緻な概念モデルを構築す
ることが可能になる。詳しくは後段で議論するが，第３次産業革命の経営シス
テムは，たんに第２次のシステムに ITが被さった「以上」のものである。そ
のため，その「以上」の部分を記述できるような概念モデルの彫琢を目指した
い。
　さて，こうした試みを進めるに当たり，まず確認すべきなのは，第３次産業
革命における中心的技術である ITをどう位置づけ，かかる産業革命における
動因としての IT化をどう理解するかである。従来，IT化の問題は「企業の情
報化の問題」として一括りにされてきたが，より精密に議論することで，変化
の本質を捉えることができる。具体的には，情報化の中心に位置する「コン
ピュータ」と，そのコンピュータで処理されたデータを送受信することに関わ
る「通信回線」との「融合プロセス」を明確にすることである。この問題は，
２. で1960年代から80年代までの日本におけるコンピュータと通信の融合の歴
史を記述することで可能になる。とりわけ，輸送サービス業，小売業における
ITの導入（IT化）の歴史に簡単に触れるが，そのことで，第２次から第３次
産業革命への移行プロセスが直線的でないことが理解できるだろう。
　さらに３. では，こうした IT 化の歴史を踏まえ，第３次産業革命の経営シ
ステムを考える上で重要となる論点を複数措定し，概念モデルの彫琢を試み
る。ここで提起する問題群は試論的なものではあるが，問題群を構成する個々
の事実は，すでに歴史的に特定されたものばかりである。
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　それらをふまえ，第３次産業革命の経営システムに関する暫定的な概念モデ
ルを提起し，おわりにでのまとめを経て，本論考を閉じることにする。
２．IT化の諸相─コンピュータと通信の融合
　これまでも第３次産業革命の構造的変化として，経営システムが IT化され
ていく過程（プロセス）を見る重要性が指摘されてきたが，その実，「コン
ピュータ・システム」や「情報システム」が果たす役割の説明以上に，その内
容は明確でない場合が多い⑷。そこで看過されているのは，IT化（あるいは
情報化）といったときに，コンピュータが通信回線につながっている，いわゆ
る「オンライン化された状態」の説明である。この「オンライン化された状態」
を含めて，情報化一般を「情報ネットワーク化」と一括りにして説明する向き
もある。しかし，本稿では，コンピュータ単体での運用から，複数のコンピュー
タが通信回線につながり，ネットワーク化されていくまでの「プロセス」を詳
細に描くことで，第２次から第３次産業革命への移行プロセスの説明を強化し
たいと考えている。そこで，ひとまず IT化を「コンピュータと通信の融合プ
ロセス」と位置づけ，その過程で生じた問題点を記述しながら，第２次から第
３次産業革命への移行プロセスに関する規定要因を明確にする。
　本題に入る前に，コンピュータと通信の融合プロセスで生じた問題を概観し
ておこう。そうすることで，融合プロセスの意味についてイメージしやすくな
ると思われる。かかる融合プロセスで生じた問題は，制度的な面と技術的な面
とに分けられる。
　制度的な面は，通信回線が国家管理（つまり，逓信省）の下，あるいは，大
企業１社（つまり，日本電信電話公社）の独占下にあったことから生じた問題
である。当初，通信回線の利用は事実上，国家や独占企業によって規制されて
いた。そのため，コンピュータを通信回線につなげるようになるかは，こと日
本に関しては，通信回線を独占していた日本電信電話公社（以下，電電公社）
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が，自前の回線を，どの程度開放するのか，つまり，どのくらい民間企業に自
由に使わせるかのさじ加減に依った。
　具体的には，1953年８月に制定施行された「有線電気通信法」および「公衆
電気通信法」によって，公社以外の第三者が，公社から借りた回線を又貸しし
たり（他人使用），他社と共同で利用したり（共同使用），公社の回線を通じて
通信サービスを手がけること（データ通信サービスの提供）は制限されていた。
そのため，「第１次回線自由化」と呼ばれる1971年５月の「公衆電気通信法の
一部を改正する法律案」の成立まで，回線の他人使用，共同利用が認められて
いなかった。これは，企業間で通信回線を介して，データを頻繁にやり取りす
る業種にとっては，大きな制約となったのである。
　技術的な面は，まさに，コンピュータが通信回線につながるようになって生
じた通信規格（プロトコル）の問題である。コンピュータを通信回線につなげ
ばすぐにコンピュータ同士で対話できるわけではなく，そこには，まずは通信
の手続き（プロトコル）を共通化する必要がある。未来学者のアルビン・トフ
ラー氏は，こうした変化を簡潔に記している。
　各国の電話システムが，単一の会社もしくは省庁によって運営されてい
た時代には，まず国家規格が設定され，次に国際規格が国際電気通信連合
によって決定された。
　世の中は単純だった─コンピュータが互いに語り合おうとするまではで
ある。
　1980年代になって，新しい技術が市場になだれのように殺到するように
なると，企業も個人も等しく，異なったメーカーのつくったコンピュータ
を使用し，異なったオペレーティングシステムを使用し，異なったソフト
ウェアハウスが書いたプログラムを使い，そして，異なった国に所属する
ケーブル，マイクロウェーブ，衛星の寄せ集めを通じてメッセージを世界
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中に送ろうとした。
　その結果が，今日の嘆きの声に満ちた電子のバベルの塔であり，ビジネ
ス界にこだまする「連結性」と「相互運用性」を求める絶望的な叫びを引
き起こした⑸。
　もちろん，技術的には，通信回線のなかを，アナログ，デジタルに関わらず，
いかなる通信規格の情報（データ）も流すことはできるが，それらを相互に送
受信し，コンピュータで処理するためには，受け手と送り手の間でプロトコル
の共通化を図るか，データを受け取ったときにデータの形式を手元にあるコン
ピュータに合うように変換しなければならない。まさにトフラー氏が言う「電
子のバベルの塔」問題である。
　このことが重要であるのは，以下の理由による。すなわち，基本的に企業ご
とに異なるデータ形式を強制的に共通化させることのできる，同一企業内での
データ授受においては大きな問題にならないが，別々のデータ形式に依拠して
いる企業同士がオンラインでデータを授受する場合には大きな制約要件となっ
てくるからである。つまり，データの授受の際にデータ形式を変換する必要が
出てくる。とくに，日本企業の IT化の歴史を振り返ると，複数の卸，問屋と
の取引がある小売業，また，全国に自前の運送ネットワークが展開されておら
ず，地方の中小の運送業者を利用して運送サービスを展開する必要があった輸
送サービス企業にとっては，複数の組織間でのデータ形式の摺り合わせが大き
な問題となる。また，銀行に関しても，同行同士の為替送金であれば良いが，
他行宛の為替送金の場合，為替伝票のフォームや帳票に付されるコード番号が
銀行ごとに違い，変換が必要となる。後に銀行の消費者サービスの一環として，
他行のATMでも預金が下ろせるようになるが，こうしたサービスの裏では，
まさに銀行同士を結ぶオンラインにおけるデータ形式の共通化，あるいはデー
タ形式の変換が必要となってくる。そのため，この点が重要であるが，自社の
183コンピュータと通信の融合と第３次産業革命に関する一考察
183
コンピュータが通信回線につながることが，そのまま，他社とオンラインで自
由にデータを交換できることには，ならないのである⑹。
　こうした概観だけを見ても，企業にとっての制約要因が相当大きいものであ
ることが分かるが，以下，さらに，輸送サービス業および小売業における融合
プロセスを詳細に見ることで，こうした制約要因がもたらす意味についての理
解を深めつつ，後段への橋渡しにする。
2－1．輸送サービス業におけるコンピュータと通信の融合─1970年代の経験
　輸送サービス業界では，日本通運（以下，日通）を筆頭に，1950年代後半よ
り，電電公社より自社専用の回線を借り受け，テレタイプという印刷電信機を
全国の主要支店に設置し，支店同士で自由にデータの授受が行える，全国的な
データ通信網を構築していった。その結果，従来，郵便で行われていた品代金
取立に関する通知・照会業務がテレタイプに代替され，瞬時に代金取立完了通
知がなされ，荷主への品代金支払いが速やかに行われるようになった。そのた
め，荷主サービスが著しく向上したが，遠距離の運送に関してはとりわけ大き
な威力を発揮した⑺。
　しかし，テレタイプによるデータ通信網は，通信回線を介してデータの授受
を行っているとはいえ，印刷電信機同士でしかやり取りできないクローズドな
システムであった。そのため，テレタイプで受信したデータを二次利用するに
は，1960年代初頭より，給与計算や運賃計算などのために導入されるように
なっていたコンピュータに，改めてデータを入力し，分析させる必要があった。
そのため，60年代より，コンピュータを通信回線に直接接続する，つまり，オ
ンライン化することが求められ，各種のオンライン・システムの開発が促進さ
れた。ここでも日通が先導を切り，68から69年にかけて，富士通の協力を得て，
テレタイプをコンピュータに代替した全国的なデータ通信（オンライン）網を
完成させた。紙テープに記録したデータをテレタイプでいちいち読ませて送信
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するのと違い，端末からコンピュータに搭載されたメモリ（記憶装置）内に格
納されているデータにアクセスし，そのデータを指定してすぐ送信できるだけ
でなく，複数の支店に向けて一斉に送信することも可能になり，業務連絡を広
範囲かつ迅速に行うことができるようになった。さらに，テレタイプでは50
ボーであった通信回線の速度も，コンピュータの場合は，コンピュータと通信
回線の交通整理を行う通信制御装置（モデム）の発展によって，200から1,200
ボーといったテレタイプのおよそ４から20倍の速度でデータを送受信できるよ
うになった。このように，通信回線にコンピュータを接続したことで，機器を
操作するオペレーターの煩雑さを軽減しただけでなく，大量の情報を複数の支
店に同時に送れるようになったのである⑻。
　さて，特定の送り手と受け手の間で，専用回線を敷設してデータの授受を行
う場合，例えば，本支店間，支店同士を結ぶような専用回線を通じた一社内デー
タの授受であれば，先述したように，回線利用上の問題は生じない。しかし，
通信回線を通じて，自社のコンピュータを取引先（他社）に利用させる場合，
あるいは，自社の専用回線のなかを取引先（他社）のデータをも流そうとした
場合，電電公社から借りた回線を共同利用，あるいは，又貸ししていることに
なり，公衆電気通信法で認められている公社の回線独占権を浸食する恐れが出
てくる。
　通信回線の主たるユーザーである民間企業にとって，こうした法的枠組み
は，自由なビジネス活動を制約する以外の何ものでもなかった⑼。そのため，
通信サービスの受益者たる民間企業は，郵政省に対して「回線自由化」を強く
要請していくことになった。ことの発端となったのは，米国のコンピュータを
使った経営情報システム（MIS：Management Information System）使節団の
提言にある。1967年10月，MIS 使節団が結成され，米国企業のコンピュータ
の先進導入事例の視察に訪れた。米国では，事業者が遠隔地から通信回線を介
して自由にコンピュータを利用する，いわゆるオンライン・システムを実現し
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ていることを踏まえ，MIS使節団は，68年初頭，政府ならびに財界に対して「一
般企業ならびに情報サービス企業が通信回線を通じてコンピュータを効率的に
利用しうるよう，通信関係の諸制度や技術，サービスについて全面的な検討を
加える」こと，また「将来のデータ伝送の需要拡大を考慮して，通信回線の料
金体系を根本的に再検討」する旨を提言した⑽。これを機に，民間企業からの
要請の声が高まり，衆参各本会議，各種委員会等々で，電電公社が独占権を有
している「通信回線の利用」に関する議論がなされ⑾，1971年５月19日の参議
院本会議において「公衆電気通信法の一部を改正する法律案」が成立すること
になったのである。こうして民間企業が特定の当事者間に敷いた専用回線だけ
に留まらず，一般の加入電話・加入電信に利用されている公衆通信回線を他人
同士で（共同）利用して，不特定多数の相手との間で「データ通信」を行うこ
とが「制度的」に可能になったのである。ちなみに，「データ通信」という語は，
電信でも電話でもない「第３の通信」とも呼ばれ，通信回線を使ってデータを
送受信する「データ伝送」とコンピュータでの「データ処理」の両方の領域を
含むものである。
　このようにデータ通信の利用が制度的に可能になったとはいえ，原則的に
は，電電公社が独占的に提供している加入電話や加入電信といった通信サービ
スに支障を与えないことが絶対条件になっていた。そのため，異なる組織同士
で通信回線を占有する場合，国の機関同士，共同で同一の業務を行う事業者間，
メーカーと販売業者間など８つのケースに限定されており，それ以外のケース
は個別に郵政大臣の認可を受ける必要があった。結果，厳密には1971年の（第
１次）回線自由化も「自由化」と謳われているほどではなく，電電公社の独占
権を揺るがすような利用は依然制限されていたのである。
　輸送サービス業，とくに，日通，西濃運輸，ヤマト運輸などの路線トラック
事業者は運輸省の免許制度の下にあったので，まず，トラックを走らせる路線
を確保する上で多くの制約があった。そのため路線拡充に際して，原則的には
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運輸省に対する路線免許申請を行った。しかし，高度成長期に路線拡充を急ぐ
各社は，既存の運輸会社の吸収合併も視野に入れながら発展してきた。とりわ
け，ヤマト運輸のように長距離路線開拓に遅れを取った企業はそうであった⑿。
データ通信に関していうと，他社を吸収合併する限りにおいては，一社内での
データのやり取りになるため，71年の第１次回線自由化以前においても，専用
回線を引く限りは大きな問題にならなかった。そのため，路線トラック会社は
全国の主要店所にデータ端末を設置し，そこでデータ入力を行い，専用回線を
通じて本社に設置されたホスト・コンピュータへリアルタイムでデータを伝送
していた。端末が設置されていない店所では，伝票を端末のある店所まで持っ
ていき，そこでデータ入力が行われた。日通など50年代後半という早い時期に，
全国の運送ネットワークを形成していた企業を除き，多くの運送会社は，広範
な地域での路線免許を持っていなかった。そのため，そうした地域では契約先
の運送会社のデータをもらい受け，代行入力する方法が採られていたのであ
る⒀。
　1971年の回線自由化以降はデータ伝送に公衆通信回線も利用できるようにな
り，全国の主要店所への端末設置も急速に増えていったが，専用回線主体の
データ通信の方法はほとんど変わらなかった。ユーザー側の大きな変更点と言
えば，データ通信量に合わせて，場所によって異なる速度の専用回線の契約を
公社と結んだ。例えば，東京・大阪間は高速の専用回線（2,400bps）を，主要
店所との間は主に低速の専用回線（200bps）を利用した。また，大規模店所
たる東京や大阪に多重集配信装置（中継装置）を設置し，地方各地から送信さ
れたデータをそこで集約し，東京・大阪間に設置された高速専用回線を通じて，
データを一本化して伝送するようにした。さらに，同報通信といって複数店所
に一斉にデータ送信を行えるシステムに変えたことなどが挙げられる。とりわ
け，同報通信は業務連絡に大きなメリットをもたらした⒁。
　1971年の第１次回線自由化によって，運送サービス業者は，こぞってオンラ
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イン・システムの構築に乗り出したが，それは，60年代に先行していた日通な
どを手本とした後追い的なものだった。とはいえ，こうしたオンライン化が，
吸収合併した運送会社との帳票データの形式を統一させる契機になるといった
メリットもあった⒂。また，公衆通信回線を使ったデータ通信が行えるように
なったとはいえ，運送会社は全国のすべての店所にデータ入力端末を置くこと
はオペレーターの確保を考えると難しく，主要店所での代行入力が多勢を占め
た。もっとも，76年に開発されたヤマト運輸の宅急便のような，小口の非商業
貨物を扱う新業態では，受取拠点の数が商業貨物とは比較にならないほどの増
大をみた。そのため，そうした受取拠点にも端末を設置すると共に，そこから
のデータ伝送は，データを送るときにだけ公衆通信回線をつなぐ方式を採用す
るようになった。そのため，宅急便用のオンライン・システムである「新
NEKOシステム」は，主要店所間には専用回線を，小規模な受取拠点から主
要店所までは公衆通信回線を使うといったように，両種の回線を組み合わせた
ハイブリッドなシステムとなったのである⒃。
2－2．小売業におけるコンピュータと通信の融合─1980年代の経験
　小売業界では，1950年代の半ばから始まる高度成長のなかで，売上高の急拡
大と取扱品目が増大した。そのため，伝票業務が増加し，品切れ・売れ残りの
正確な商品管理が求められ，需給に見合った値付けの必要性が増大した。その
ため，比較的安価な国産の小型コンピュータを導入し，販売店員の手に余る業
務の IT化が進められてきた⒄。こうした IT化の波は，とりわけ，流通業界な
どでは，60年代半ばに出始めた小型コンピュータの試行的導入の意味合いも
あったが，その過程で，コンピュータを操作できるオペレーター要員が育ち，
その後の本格的 IT化の地ならしとなった。
　しかしながら，そこでのコンピュータ利用は，販売管理といったコンピュー
タ単体での情報処理に限られ，各店舗で得られた情報（データ）を，通信回線
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を経由して一箇所（本社など）に統合化するようなものではなかった。小売業
界でそうしたコンピュータと通信が融合する「データ通信」の本格化は，1978
年にコンビニエンスストアのセブン-イレブンが日本電気の協力の下，「ターミ
ナル７（セブン）」という電子式発注システムを開発したことに始まる。さら
に同社は80年代を通じて，多額の情報投資を伴いつつも，より洗練されたシス
テムへと変貌させ，最終的には「チーム・マーチャンダイジング」と呼ばれる
セブン-イレブン本部，加盟店，ベンダーを結ぶ「受発注オンライン・システム」
を完成させる。とはいえ，そこまでの道程は直線的なものではなく，幾度もの
業務プロセスの革新（受発注システムの進化），そして制度的要因（第２次回
線自由化）との兼ね合いのなか構築されてきたものである。以下，その具体的
プロセスについて見ていくことにしよう⒅。
　セブン-イレブンの IT 化は，数段階を経て洗練されていくが，その端緒は
発注方式の大幅な変更とオンライン化にある。1978年２月までは，加盟店によ
るベンダー（問屋）への電話による直接発注方式が取られていた。問屋側は，
受けた注文に従って，受注票や出荷指示書を作成，その後，商品をピックアッ
プし，現物を確認した上で納品書と，それを元にした請求書を作成した。しか
し，こうした５段階すべての手順を問屋が行うことは大変な手間となってい
た。加盟店とて，取扱商品と取引先が書かれたオーダーブック（商品発注台帳）
を元に複数の問屋にいちいち電話注文する必要があり，再検討が迫られた。そ
こで78年２月に導入されたのが，「スリップオーダー方式」という発注方法で
ある。具体的には，分厚い商品発注台帳の各ページに商品名が記されていて，
発注したい商品の数量を記入し，ミシン目でその日の分を切り離せば，それが
短冊形の注文票の束となった。それを，加盟店を毎日訪れる地区事務所（DO：
ディストリクト・オフィス）の担当者が回収し，DOにある端末でデータを打
ち込み，本部へデータを転送するというものだった。商品発注台帳に記された
商品の順番は，ゴンドラ（商品陳列棚）の配列に対応したものに変えられ，店
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員は棚に添って歩きながらチェックできるようになった⒆。
　そのすぐ後に，加盟店での発注作業を電子化したものが，セブン-イレブン
の歴史では，つとに有名な「ターミナル７」という端末を配した「電子発注シ
ステム」であった。同システムは，1978年８月から長野県下で導入が開始され，
秋口には全店に導入されるようになった。この発注端末の開発は，前年の11月
に日本電気の協力を仰いで，着手された。日本電気は加盟店に試作機を持参し，
現場での試行錯誤を経ながら仕様変更を重ね，わずか半年後に完成させた。そ
の端末にはペンリーダーが付いており，ペンでスキャンできるバーコードを刷
り込んだ商品発注台帳も新たに作られた。目当ての商品のバーコードをスキャ
ンしてから数量のバーコードをスキャンすれば発注データが端末に一旦記録さ
れ，そのデータは公衆回線を使ってイトーヨーカ堂電算室（EDP部）にある
ホスト・コンピュータに伝送された⒇。こうして。セブン-イレブンは，加盟
店の発注データを，DOの担当者の手を煩わせずに，オンラインで即座に集約
できるようなった。
　セブン-イレブンは，こうした経験をベースに，1978年12月に新システムの
開発・運用を野村コンピュータシステムに委託し，翌79年８月から「新発注シ
ステム」を稼働させた21。このシステム導入とその進化の過程は，発注作業の
IT化に留まらず，ベンダーの IT化も促す，「製販統合」につながるセブン-イ
レブン発展の重要な局面となった。
　まず，発注作業の IT化から見ていく。その最大の目的は，全国の加盟店か
らヨーカ堂 EDP部へのデータ伝送コスト削減，および，店舗数の急速な拡大
（78年度591店から80年度1,040店へ急増）に伴う EDP部一箇所でのデータ処理
リスクの軽減にあった。同システムは，情報システムの設計面から見ると，当
時，業界に浸透しつつあった「分散処理システム」を取り入れたことに特徴が
ある（図表１）。つまり，全国15ヶ所に中継装置（インテリジェンス時分割中
継装置）を配置したことにより，加盟店は，本部にあるホスト・コンピュータ
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にではなく，公衆回線で近隣の中継装置に向けてデータを転送すればよく，通
信費の大幅な削減につながった。中継装置で受けたデータは順次，専用回線で
地区事務所（DO）にも送られる。また，加盟店から中継装置に転送されたデー
タは，データの内容により送信先を自動的に指定され，緊急度の高いデータは
優先的に全国７ヶ所のサブセンターにある中継コンピュータに送られ，一旦記
憶された後，システム運営を委託している野村コンピュータシステム内にある
ホスト・コンピュータに転送される。そこでデータ解析が行われ，最終的には，
セブン-イレブン本社に送られる。そのため，発注データの急増により，加盟
店からホスト・コンピュータに至るどこかの専用回線がパンクした場合でも，
加盟店の POS，サブセンターの中継コンピュータに直近のデータが保存され
図表１　セブン-イレブンの第２次情報システムの概要
出典：国友隆一『セブン-イレブンの情報革命』ぱる出版，1993年，95ページ。
総合店舗情報システム
銀　　　行
（オープン・アカウント） 地区事務所
加　盟　店
ベ ン ダ ー
本　　　部 メ ー カ ー
発
注
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）
発　
注
支　
払
納　
品
請　
求
引
落
し
入　
金
情　
報
発
注
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）
納
品
（
定
時
・
定
ル
ー
ト
）
情
報
・
指
導
Ｐ
Ｏ
Ｓ
デ
ー
タ
商
品
台
帳
Ｐ
Ｏ
Ｓ
デ
ー
タ
（
フ
ロ
ッ
ピ
ー
デ
ィ
ス
ク
）
商　談
発注（オンライン）
請　求
支　払
191コンピュータと通信の融合と第３次産業革命に関する一考察
191
ており，データが消失し，業務の復旧に支障を来すことが避けられた22。
　その一方，セブン-イレブン本部とベンダー（問屋）との間の IT化も進化
を遂げた。かかる IT化には２つの問題が立ちはだかっていた。１つは「制度
的な問題」である。1982年に第２次回線自由化が施行され，企業間でのデータ
通信がかなり自由に行えるようになるまでは，本部とベンダー（問屋）間の
データのやり取りには，71年の第１次回線自由化で定められた一定の制限が課
されていた。当時，発注データを加盟店→セブン-イレブンのDO→セブン-イ
レブン本部→ベンダーという流れで送る場合，加盟店で入力されたデータをセ
ブン-イレブンの本部で電子的に未加工・未処理のままベンダーに送ること
（メッセージ交換）は禁止されていた。そのため，野村コンピュータシステム
内にあるセブン-イレブン本部のホスト・コンピュータで一度，電子的なデー
タ処理を施す必要があった。また，セブン-イレブン本部からベンダーへ発注
情報を流すことはできても，ベンダーが自社のコンピュータをセブン-イレブ
ン本部のコンピュータに接続し，ホスト・コンピュータ内のデータを取ること
は法的に禁止されていた23。
　これらを踏まえて，セブン-イレブンは，電通が1975年に米国の GEと合弁
で立ち上げた電通国際情報サービスの「タイムシェアリング・サービス（オン
ライン上でコンピュータを利用できるサービス）」を利用して，この問題に対
応しようとした。この背景には，国内では公衆電気通信法により，82年10月ま
で民間企業が同等のオンライン・サービス（VAN［付加価値通信ネットワー
ク］サービス）を提供することができなかったからである。米国では，自国の
通信規制体系のなかでVANサービスが認められていた。そのため，セブン-
イレブンは，79年４月より米国のVANサービスを利用することで，日本固有
の制度的な問題を解消したのである。具体的には以下のようなプロセスになっ
ている。まず，セブン-イレブン本部は加盟店から受け取った発注データを，
GEが米国オハイオ州に持つデータセンターに衛星回線を通じて送る。セン
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ターでは，ベンダー別にデータの仕分け処理が施され，最終的には，各ベンダー
に発注情報が伝えられる。また，ベンダーがオハイオのデータセンターにアク
セスすれば必要な情報を見ることも可能になった。こうして，ホスト・コン
ピュータを海外に移設する（実際にはタイムシェアリング・サービスを利用す
る）ことで，国内では加盟店やベンダーが自前のコンピュータを，本部にある
同一のホスト・コンピュータに接続し，記憶されているデータを利用すること
が禁止されていた（通信回線の他人使用）問題を回避したのである24。
　本部とベンダー間の IT化には，もうひとつ，ベンダーとセブン-イレブン
の間に「シームレスな関係構築」が求められるという「ビジネス・システム上
の問題」が存在した。この背景には，セブン-イレブンによるベンダー改革の
意図が横たわっている。つまり，加盟店の発注データをベンダーに転送できる
体制が整っても，それだけではビジネス上，それほど大きな改善につながらな
かったのである。というのも，まず，発注書を受け取ってからのベンダーの業
務，例えば，当時，配送ルートや配送順序を決めて，配送の指示を出す作業は
多くを現場の作業員の勘に頼った属人的なものだった。そのため，受注から配
送まで３日を要し，それゆえに，加盟店の発注は発送希望日の３日前になされ
る必要があった。これは顧客のニーズに対応するという観点からすると本末転
倒で，後にセブン-イレブンが掲げる販売機会ロス（売るチャンスを逃すこと）
の改善として取り組むことになる問題であった25。次に，配送システムの問題
と密接に関連しているが，加盟店からの発注を受けたベンダーの納品率を限り
なく100％に近づけなければ，加盟店での在庫管理がそもそもできないという
問題があった。これは，とりわけ1980年代の初めに POS（販売時点管理）シ
ステム導入を考えていた同社としては，もっとも重要な点であった。つまり，
発注データから POS の売上データを差し引いた値が店舗在庫になるという公
式を成り立たせるためには，そもそも発注どおりに商品が納品されなければな
らなかったのである26。
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　そのためにセブン-イレブンが採った方法は，複雑な業務プロセスをひとま
とめにパッケージ化したシステムを構築することだった。実際，受注処理，品
名・品数・配送コスト・ピッキングリストの作成，納品書，欠品・追加受注，
売掛金ファイル，売掛金元朝，請求書作成の７項目からなるシステムを構築し，
ベンダー側では受注後90分程度ですべての業務プロセスが処理できるように
なったので，前日発注，翌日発送が可能となったのである27。こうして，加盟
店・本部・ベンダー間のデータ（情報）の流れと物的流通が密接にリンクした
「シームレスな関係」が構築され，ビジネス・システム上の問題が解消された
のであった。
　さて，1982年10月，セブン-イレブンは POS 端末の導入を開始し，翌11月に
は従来のターミナル７に代わって，簡単に売り場に持ち出せる電子発注台帳
（EOB：Electronic Order Book）が付いたターミナル・コントローラ（TC）
を設置した。そして，83年２月までに全店舗に POS 端末の配置を完了した。
こうした POS端末設置の要因には，次の３つの側面がある。
　第１に，1980年代初頭のセブン-イレブンが置かれた経営状態がある。同社
は81から82年にかけて，売上高（平均日販），平均在庫日数の両者とも改善が
見込まれず，横ばいの状態が続いた。経営効率が改善されない原因は，売れ筋
と死に筋（売れ残り品）の見極めに必要なデータが不足しているとの結論から，
一品ずつ売上データを入手する必要性が取りざたされ，単品ごとの売上動向が
把握できる POS端末導入が企図されたのである28。
　第２に，店員とシステムの「マンマシン・インターフェースの改善」の側面
がある。この新型の発注端末は，パート社員にも扱いやすいように導入された
もので，EOBで商品に付いたバーコードを読み取れば，品名が簡易ディスプ
レイに表示され，同時に発注作業が行え，これまでのペン式のスキャナーで
バーコードの付いた発注台帳をなぞる方式からすると，相当の省力化とヒュー
マンエラーの減少が見込まれた。しかし，そのためには，セブン-イレブンで
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扱われている商品にバーコードが刷り込まれていることが前提となる。そのた
め，EOBの導入開始と共に，ベンダーに対してバーコード印刷を働きかけ，
導入から約１年で取扱商品の70％にバーコードが付くまでになった。こうし
て，バーコード入力や EOBといった入力支援端末の導入により，常に労働集
約的でヒューマンエラーがつきまとうデータ入力の現場を大きく変えたのであ
る29。
　第３に，制度的な側面があり，最終的には，これがセブン-イレブンの端末
導入を決定づけた。具体的には，1982年10月に郵政省が，公衆電気通信法の一
部改正（通称，第２次回線自由化）を施行し，この一部法改正に付随して，届
け出制による「中小企業を対象とする民間企業による付加価値通信サービス
（通称，中小企業VAN）」の認可も行った。これによって通信回線の共同使用，
他人使用が原則自由になったため，加盟店・本部・ベンダーを結ぶ「受発注オ
ンライン・システム」の構築が可能になった。このシステムは，それまで制約
のあった加盟店・本部・ベンダー間での受発注データの共同利用を前提とした
セブン-イレブンの「チーム・マーチャンダイジング」推進の起点となったの
である30。
　こうして，1982年の POS 端末導入を嚆矢とするセブン-イレブンの第２次情
報システムの構築により，受発注オンライン・システムの基盤は整ったが，そ
の後も同社の IT化は，新しいサービス機能を追加しつつ，端末と店員たる操
作者の間の「インターフェースの改善」に集中するカタチで進んだ。まず，85
年５月，店員が簡単に POS データを利用できるようにするため，分析データ
をグラフ表示できる新型の「ターミナル・コントローラ（TC）」が加盟店のバッ
クヤード（店舗奥の冷蔵棚の裏などにあるバックルーム）に導入されることに
なり，同年６月から７月にかけて全国の加盟店で入れ替えられていった31。
　これは総額10億円以上の投資を伴う，第３次情報システム構築と呼ばれてい
るものだが，具体的には，２つの問題を解消することに主眼を置いていた。第
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１に，POS データ利用の有効性向上で，従来は POS データを１週間単位で集
計し，翌週に店舗経営相談員（オペレーショナル・フィールド・カウンセラー：
OFC）が，各加盟店に持参していたが，データが羅列されただけの無機質な
シートは加盟店にとって解読に苦労するものだった。そのため，ディスプレイ
によるグラフ表示によるインターフェースに変更した。そして，これまでの単
品ごとの売上データに留まらず，カテゴリー別，時間帯別，客層別の売上デー
タを棒グラフで表示してくれたり，売れ筋・死に筋のランキングを表示してく
れるようになったである。第２に，顧客サービスの拡充にも注力したもので，
TC導入と前後して，1986年４月までに，既存の POS 端末（POS レジ）を新
端末に切り替え，インタラクティブに情報のやり取りが出来，映画やコンサー
トのチケットの予約販売，公共料金の代行徴収サービス，ギフト商品やカタロ
グ商品の販売が行えるようにした32。
　さて，第３次情報システム構築の目玉でもあった，ディスプレイによる視覚
的なデータ把握というインターフェースの変更は，その意図とは裏腹に，運用
上の制約に突き当たった。それは，加盟店と中継装置との間の公衆回線を利用
したデータ転送効率に関して発生した，相互に関連する２つの問題であった。
　第１に，本部から加盟店に送信される「グラフ化された画像データ」は，数
値が羅列されたデータシートに比べて格段に見やすかったが，データ容量が大
きく，伝送速度の遅いアナログの公衆回線を圧迫した。そのため，店舗側では
一画面を表示するのに30秒もかかり，店が忙しいときには，じっくり見ている
暇がなく，あまり利用されないというジレンマを抱えた33。
　第２に，1980年代末に発注情報が１日数百万件，１週間で１億件に及ぶよう
になると，転送容量のキャパシティを超えるようになった。そのため，実際に
米飯などの主力商品以外の POS データは，端末に付いているフロッピーディ
スクに一旦記録し，DOの担当者がそれを回収する方法が採られていた。しか
し，それでは，本部は早くても１週間遅れのデータしか入手できず，全加盟店
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で得られる「単品情報を元にしたデータ分析」の素早いフィードバックを行う
ことができないというジレンマを抱えた。こうしたデータ分析の鮮度の問題，
そして，加盟店側も本部から送られてくる分析データの表示に時間がかかり，
きちん見ることができていないという問題は，セブン-イレブンの単品管理の
根幹を揺るがすものであった。そのため，セブン-イレブンは1990年９月に着
手された第４次情報システム構築のなかで，91年４月，これまでのアナログ公
衆回線の30倍以上の速度でデータを送れる，（NTTが88年よりサービスを開始
した）サービス総合デジタル網（ISDN：Integrated Services Digital Net-
work）回線への切り替えを断行した。ISDNは伝送路がデジタル化されている
だけでなく，１回線で上り下り２回線分を擁し，２台の端末を同時に機能させ
ることができたので，加盟店から本部へ，本部から加盟店への双方向のデータ
転送が極めて効率的に行えるようになったのである34。
　このようにセブン-イレブンは，1980年の時点で加盟店から本部を介してベ
ンダーまでを情報ネットワークで結ぶという極めて先進的なビジョンを持って
いたが，それは業務プロセスをコンピュータ化すればすぐ手に入れられると
いった，直線的なものではなかった。むしろ，同社の IT化の移行プロセスを
見ていくと，一方で制度的な制約があり，82年10月までは，通信回線を自社に
掲げるビジョンに合ったように自由に使うことができなかった。他方では，そ
うした制度的制約が解消されてからも，通信回線のデータ転送能力の問題か
ら，加盟店の業務改善に使われる画像データを素早く加盟店側に届けることが
できなかった。そして，91年に同社のシステムが利用する回線を，通常のアナ
ログ回線からデジタル回線（ISDN）に全面的に切り替えてから，大きく改善
され，意味をなすようになったのである。
　事例として限られていてはいるものの，輸送サービス業と流通・小売業の
IT化の移行プロセスを見ていくと，IT化をたんに技術革新の１局面として見
ているだけではいけないことが分かる。そこで重要なのは，情報のマネジメン
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トの変化をいかに捉えていくかといった点である。３. では，こうした点を検
討しながら，第３次産業革命のビジネス・システムを捉えるための修正モデル
を提起したいと思う。
３．第３次産業革命のビジネス・システム
　第３次産業革命のビジネス・システムに関する概念モデルを提示している研
究は，はじめにで述べたように，川辺氏のものを除くとほとんどない。川辺氏
は「第３次産業革命」を３つの大きな環境変化を伴うものとして捉えている
（図表２）。第１に，経済活動のボーダーレス化。第２に，市場の性格が家庭市
場から個人市場への移行しつつあり，そこから消費者ニーズの多様化と，そう
したニーズが加速度的に変化していること。第３に，ME革命や，それをベー
スとしたコンピュータや通信機器などの技術の発展および高度化により，多様
化を極め，移ろいやすい消費者ニーズを捉え，それを生産・販売活動にフィー
ドバックすることが可能になり，その結果，複数の企業間ネットワーキングを
可能にする経営システムを構築できるようになったこと，である35。
　この３つの大きな環境変化の特徴とその帰結は，一言で言えば，新しい経済
活動の時空間的変化が「ビジネス・システムに加速度的な変貌を強いている」
ことにある。つまり，市場ニーズの単位が第２次産業革命時の家庭という括り
ではなく個人にまで分割され，市場の多様化へ向かっており，新製品投入サイ
クルも，耐久消費財ですら，数年単位が基本であったものが，隔年そして毎年
となり，昨今では数ヶ月単位にまで短縮化している。このように長期の時間軸
で考えると，ビジネス・システムの変化が確実に加速化している。川辺氏は，
こうした環境変化に対応している企業の取り組みを回顧的に観察し，３つの特
質を指摘している。第１に，どの企業も顧客としての個人のニーズを把握しよ
うとしていること。第２に，多様性と（製品リリースの─筆者）速度を実現し，
品質およびサービスを向上させると同時にコストも引き下げようとしているこ
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と。第３に，第１と第２の点を実現するための高度な経営情報システムを構築
していること，である36。
　実は，川辺氏の分析のなかでは，３つの産業革命を，大きな環境変化として
構造的に捉えることを主眼としているため，第３次産業革命自体を回顧的な観
察対象とし，なぜ，その革命が生じたかという説明に関しては，自明視してい
るむきがある。変化自体とそれに対応するビジネス・システムを議論するアプ
ローチを取っている関係上，当然の帰結であるし，それで研究の意義が薄まる
わけではない。むしろ，第３次産業革命のビジネス・システムの実体をセブン
-イレブンの事例を通じて活写した意味は大きい。しかしながら，川辺氏の研
究を基礎とし，第３次産業革命について研究を深めようとした場合，第２次か
ら第３次に至るプロセスの中心となる部分の説明が，第２次のシステムに IT
をかぶせていくといった話に終始することになれば，川辺氏がセブン-イレブ
ンの事例を通じて，第３次産業革命の本質を指摘した意味が半減してしまう。
つまり，現実は，たんに第２次のシステムが IT化されて，筋肉質のシステム
になったという話ではないからである。
図表２　３つの産業革命モデル
リーダー インフラ 技術・製品 市場
ビジネス・
システム
取引形態
第一次産業革命
（1760年代～
　1870年代）
イギリス 運河
工作機械
繊維機械
衣食住関連
大家族
少品種大量
生産
小口・少頻
度流通
市場
第二次産業革命
（1870年代～
　1970年代）
アメリカ
鉄道・蒸気船
電信・電話
電気機械
内燃機関
化学製品
核家族
大量生産
大量流通
組織階層
（内部化）
第三次産業革命
（1970年代～
　現在）
日・米・欧
通信ネットワーク
ジャンボジェット機
ME
IT
個人
多品種少量
生産
小口・多頻
度流通
ネ ッ ト
ワーク
出典：川辺信雄『新版 セブン-イレブンの経営史』有斐閣，2003年，14ページ。
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　そこで本稿で注目したい点は，第３次産業革命を生じさせた動因とその内容
の変化であり，筆者が「移行プロセス」と呼ぶ第２次から第３次への発展プロ
セスを記述することの重要性を指摘することにある。その一端は2. で果たした
が，もう一歩進んで，川辺氏のモデルにそうした移行プロセスの概念モデルを
重ね合わせ，いかにして ITがビジネス・システムのなかに浸透していったの
かを記述できれば，なぜ，第３次産業革命のビジネス・システムが，かかる特
徴を帯びるようになったのかを説明できるはずである。
3－1．情報処理活動の変遷という視座
　こうしたアプローチを取る際に参考になる視座を提供してくれるのは，MIT
のアレン&モートンの研究である37。アレン&モートン（1994年）の著書の
第１章にあるジョンシャー（Charles Jonscher）の「情報技術革命の経済分析」
は「情報処理活動（information-handling activities）」が時代によってどのよう
に変わってきたのかの歴史分析を踏まえ，情報革命の本質に迫った貴重な論文
である。彼が言う情報処理活動とは，マネジメント，現業管理，事務作業，会
計，仲介手続，広告，銀行業務，教育，研究などの専門的な仕事のことを指し，
こうした仕事に関わる人々を情報労働者（information labor）と呼ぶ。情報労
働者が，情報を生みだし，加工し，処理する（捌く）ことを主な職務にするの
に対し，工場，建設，輸送，採鉱，農業といった仕事に関わり，物理的な財を
生みだし，加工し，処理する（捌く）人々を生産労働者（production labor）
と呼ぶ。
　米国に限られるが，こうしたそれぞれの労働人口を，1900年から80年までの
スパンを取って比較していくと，80年代に入るまでに，情報労働者の数が生産
労働者の数を上回り，両者の数が逆転する38。その逆転プロセスをつぶさに見
ていくと，まず，30年代の恐慌期に IBMが405会計機をリリースしてから，オ
フィスに事務機械（business machine）が流入してくる。事務機械は単なるタ
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イプライターと違って，カードにパンチして（孔を空けて）記録したデータを，
ソートしたり，電気的に分析できる。そのため，専門のオペレーターたる情報
労働者が必要となる。60年頃までに情報労働者が増加の一途辿ったことは，社
内での生産活動に比して，情報処理活動が重要になってきた，つまり，生産活
動を管理調整したり，生産活動を拡げていくために，情報処理活動がますます
重要になってきたことを意味している39。その一方，情報処理活動自体は，生
産活動の効率性の改善に与える影響からは何らメリットを享受しないため，管
理調整活動が複雑になるつれ，そうした業務の従事者が，ますます増えていく
というジレンマを抱えることになった40。
　そうしたジレンマを大きく改善することになるのが，1960年頃からのデジタ
ル・コンピュータの導入による IT化の動きである。ジョンシャーは，60年頃
までの情報処理活動の拡大（The growth of information management）を第
１段階とし，この1960年頃から90年にかけての IT の導入（The introduction 
of information technology）を第２段階と位置づけている（図表３）。そして，
その中核を占めるのが，もはや手作業では処理しきれなくなった情報処理活動
の効率化に対する差し迫ったニーズであり，そのニーズを叶えたのがトランジ
スタや集積回路（IC）の発明と，その後に続いた IC の集積度の上昇に伴う年
率30％を超えるコストダウンにあった41。IT の導入が情報処理活動の効率化
に貢献した証左として，ジョンシャーがこの章のなかで引用しているポーター
&ミラーの論文（1986年）の指摘は印象的である。例えば，（事務機械による）
手作業による情報処理のコスト［50年代］からすると，コンピュータによるそ
れ［80年代］は8000分の１にまで低下しており，1958から80年までの間に，電
算処理一件にかかる時間は8000万分の１にまで短縮されたのである42。もっと
も，技術の側面を厳密に見ると，コンピュータがそれまでの事務機械に替わっ
てオフィスに流入してくる60年代に関しては，IC よりも磁気コアメモリとい
う記憶装置がコンピュータに安定した処理を約束したことの方が大きかった。
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また，データを長期的に記憶する媒体に関しては，57年に IBMが磁気ディス
クをリリースしたことが大きかった。こうして，ITという技術的なプラット
フォームが構築されていったのである43。
　しかし，それ以上に重要なのが，情報という財の持つ「同質的（homoge-
nous）」であるという特性であり，その結果，情報活動は生産活動などよりも
遥かに処理方法（handling activities）が標準化され，活動のバリエーション
が限られてくることをジョンシャーは指摘している44。情報技術がもたらす基
本的な機能は，情報を，処理（processing），記憶（storage），伝送（transmis-
sion），入出力（I/O）するという４つの側面に大方絞られる45。こうした基本
的な機能を一種の「接着剤」として，種々の業務を，共通のプラットフォーム
上に再構成することができる。これは，ITが情報労働の効率性を高めるため
のサポーターとしてオフィスに導入されてきたという側面だけでなく，ITが
種々のビジネス活動との「親和性・相性の良さ（affinity）」を持っているとい
うことができる。それは，コンピュータに代表される ITが，生産・販売など
の業務全体を代替してしまうのではなく，例えば生産活動の効率化のサポー
ターとして，また，次の第３段階で生じる，異なる業務の連携を生み出すプラッ
図表３　情報革命の段階モデル
段　階 均衡した時期 技術ドライバー 特　徴
第１段階
　　　　　　　　　
情報処理活動の拡大
1960年に生産労働と情
報労働のコストの割合
が均衡した。
生産システム（単体で
稼働し，ネットワーク
化されていない）
・ 大量生産
・ 大規模官僚組織の浸透
・ 企業規模が拡大基調
第２段階
　　　　　　　　　
ITの導入
1990年に生産技術と情
報技術（IT）のコス
トの割合が均衡した。
情報システム（単体で
機能し，ネットワーク
化されていない）
・ 大量生産／大量販売
・ 大規模官僚組織の情報化
・ 企業規模は変わらず
第３段階
　　　　　　　　　
労働と技術の統合
情報システムと一体と
なった統合生産システ
ム
・ プログラム化された生産
システム
・ 電子商取引市場
・ 企業規模が縮小基調
出典： Thomas J. Allen & Michael S. Scott Morton, Information Technology and the Corporation of 
the 1990s, p.27の表1.3.
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トフォームの役割を果たすなかで，あらゆる分野に浸透していったことに見て
とれる。
　そして，ジョンシャーは1990年頃からを，労働と技術が統合する第３段階と
位置づけている。ここに来て生産活動と情報活動の境目がなくなり，一方では，
コンピュータ統合生産（CIM：Computer Integrated Manufacturing）に代表
されるように，ITと生産技術が統合し，コンピュータなしでは生産活動が成
り立たなくなっていく。他方では，情報のやり取りが一企業内を越えて，他企
業にまで至ることで，組織の境界を越えて情報システムが拡張されていく。電
子商取引市場の開設などもそれに当たる46。もっとも，統合の段階に一足飛び
に移り変わったのではない。実際，1960年代，70年代は，社内の効率化のため
にコンピュータが使われていた。しかしながら，80年代に入ると，情報ネット
ワークがオフィスと工場，そして，メーカーと顧客を結びつけるようになって
いったのである。その背後にあるのは，ITのなかでも電子データ交換（EDI：
Electronic Data Exchange）の発達で，自社のコンピュータで処理された発注
書，送り状，船荷証券といった定型化された商取引のための書類を，通信回線
を介して，他社のコンピュータに転送できるようになったことが大きい47。事
実，ジョンシャーは，いくつかの研究を引用しながら，80年代末には，EDIが，
運送，食品スーパー，自動車といった業界で，顧客とメーカーを結び合わせる
のに重要な要素となったことを指摘している。また，運送業がビジネス活動を
調整していくのに，EDI をいち早く採用した業界であることも指摘されてい
る48。さらに，ジョンシャーは，こうした統合が第２段階に起こらなかったの
は，この時期に通信インフラが整備されなかったからだと述べつつ，80年代以
前にあった意味ある企業間ネットワークは，銀行か航空業界に限られたが，80
年代末には同一業界内で様々な売り手と買い手がやり取りするようになり，銀
行と小売の間で金融取引が行われるまでに発展したことを指摘している49。
　これらジョンシャーの，米国の経験を元にした情報処理活動の変遷に関する
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整理は極めて参考になるが，筆者が２. で見たように，統合の段階に至るプロ
セスにおいては，ジョンシャーが指摘する生産活動と情報活動の統合，あるい
は，企業間ネットワークの構築以前に，コンピュータ（情報処理）と通信（デー
タ伝送）の融合という名の統合プロセスが重要な役割を果たしている。また，
EDI によって異なる業界が結びあわされる以前に，通信回線のデジタル化や，
回線自体が光ファイバーなどに代替し伝送効率の飛躍的向上が見込まれること
が，大きな意味を持ってくる。デジタル化によって，音声であろうが，画像で
あろうが，文字データであろうが，すべて（ビット単位の）デジタル信号で通
信回線を介して別の組織へ伝送できるし，データ形式の変換も容易に行えるよ
うになった50。これこそが統合への足場となるものであり，その下地が，実は
1970年代，80年代にできていたのである。だからこそ，移行プロセスとして
IT化の詳細な記述を伴うことで，第３次産業革命のビジネス・システムの意
味づけがはっきりしてくるのである。つまり，たんに第２次のシステムを IT
化しただけなのか，ジョンシャーが言う統合の段階にまで昇華し，ITがビジ
ネスを再構築する手段にまで至ったのかがはっきりするのである。例えば，電
子商取引１つ見ても，セブン-イレブンがたんに加盟店からベンダーまでを統
合した「チーム・マーチャンダイジング」に終始することなく，そこで確立さ
れた情報ネットワークを，アイワイバンク銀行（現，セブン銀行）を設立する
ことで，さらに金融関連サービスまでに拡張しようとした。そこでは，情報労
働と情報技術が一体化して完成したある種のビジネス・システムが，通信回線
を介して，金融情報とも統合していくプロセスが見られ，ICT（情報通信技術）
を利用して，ビジネス・システムの再構築が行われているのである。
3－2．３つの産業革命モデルの彫琢
　ここまで見てきたコンピュータと通信の融合に関する移行プロセスの事例，
そして，ジョンシャーの情報革命の段階モデルの考察を踏まえて，今一度，川
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辺氏の提起した３つの産業革命モデルに立ち戻り，かかるモデルの彫琢を試
み，暫定的な修正モデルを提起したいと思う。
　暫定モデルの焦点は，米国では1960年頃からビジネス上の大きな問題となっ
てきた情報処理活動の影響を川辺氏の提起する３つの産業革命モデル，つま
り，ビジネス・システムの生成・発展に関する歴史分析モデルのなかに組み込
むことである。ただ，両者を単純に重ね合わせることのみでは十分な効果は得
られない。なぜなら，情報処理活動の変遷を丁寧に記述しようとしたジョン
シャーとて，移行プロセスにおけるコンピュータと通信の融合プロセスを描き
切れていないからである。そのため，筆者は，情報革命をより広義の「情報通
信革命（ICT-Revolution）」と捉え，コンピュータと通信の融合プロセスがビ
ジネス・システムの構築にいかなる影響を与えるかを考えられるよう，４つの
修正を施した。まず第１に，インフラ部分を，物財系の輸送インフラと，情報
系の通信インフラの２つのカテゴリーに分けた。これによって，より通信イン
フラの変遷とビジネス・システムの変化の対応関係を把握しやすくなると思わ
れる。
　第２に，第１の点と極めて密接にリンクしているが，取引様式の部分を物財
と情報の２つのカテゴリーに分けた。これによって，輸送サービス業が，輸送
インフラと通信インフラを同時に利用する場合のビジネス・システムを記述で
きる。輸送という行為と通信という行為は，全く別のモードで動いているわけ
ではない。だからといって完全に同期する必要もない。つまり，輸送される商
品自体と，その商品に関する送り状などの輸送情報は，物理的に一緒に動く必
要がない。しかし，輸送という行為と通信という行為がシステム上，統合する
ことで，さらに新しい取引様式（例えば，電子商取引をベースとしたウェブ・
プラットホーム・ベースの企業間ネットワーク取引を指す。昨今の楽天市場な
どが代表例だろう）を生み出すことができる。輸送サービス業がいち早くEDI
を取り入れ，異業種間の接着剤としての役割を果たしたことは，こうした点を
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踏まえることで記述できる。
　第３に，制度的規制のカテゴリーを設けたことである。これは，2. で述べた
ように，通信回線が多くの国々では国営企業の管轄下にあり，回線のなかを流
れる情報の種類，量，形式などに強い規制がかけられていた。理論上は，アナ
ログのメタル回線上を音声であろうが，デジタルデータであろうが送ることが
できるが，安定した通信サービスを提供するといった通信行政上，日本でも
1970年頃まで民間企業が自由に回線を利用できる状態になかった。そのため，
こうした制度的規制の程度を，ビジネス・システムの発展と重ね合わせて，記
述することで，なぜ，技術があってもビジネスとしてブレークスルーしないか
を説明することができる。これは，AT&Tといった民間企業ベースで通信イ
ンフラが構築されてきた米国とて，政府の通信行政による規制が適用されてい
たわけで，同様の問題が生じている。
　最後に，産業革命の時期区分のサブカテゴリーを設けたことである。これは，
昨今のグローバル経済の影響が，企業の地理的展開に大きな影響を与えてきた
ことと，1990年代以降，電子商取引市場の浸透とビジネス・システムへの組み
入れが盛んになったことから，90年頃を境目として，川辺氏が第３次産業革命
の時期区分とした70年代～現代というタイムスパンを前期と後期の２つに分け
た。これによって，IT化の意味が，第２次のシステムが IT化されて行く側面
と，IT化しながら，全く別のシステムに再構築されていく側面を描き分ける
ことができる。ハマー&チャンピーが「リエンジニアリング」として提起し
た問題がそれで，業務プロセスの IT化によって，業務プロセス改善を通じて
ビジネス・システム自体が全く別物になるということを暗示している51。これ
は，筆者が移行プロセスを見ることにこだわる理由の１つで，そうした業務プ
ロセス革新が，ビジネス・システム自体の大きな変革を招来する道筋が90年代
に付けられたと言えるかも知れない。
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４．おわりに
　ここまで川辺氏の提起した３つの産業革命モデルの意義を確認しつつ，1970
年代以降の情報通信技術発達の詳細を踏まえ，修正版の３つの産業革命モデル
を暫定的に提示した。こうした試みにより，たんに IT化として片付けられて
しまう1980年代以降のビジネス・システムの変化の中身を正確に記述すること
が可能になると思われる。とりわけ，第２次から第３次産業革命へと至る移行
プロセスを，コンピュータと通信の融合プロセスを踏まえて記述することで，
直線的で単線的な企業発展の軌道にはないことが明らかになるばかりでなく，
ITを入れれば業務革新が起こるかのような錯覚は免れ得ると思う。とりわけ，
ITに関連する技術的な部分のブレークスルーだけでも，デジタル化の意味，
そして，法人および一般のユーザーにとってのインターフェースの革新と議論
すべきことはいくらでもある。さらに，通信行政といった制度的な部分での公
的規制との兼ね合いを見ることで，いかにビジネス・システムが置かれた生態
系が複雑な様相を呈しているかが理解できるはずである。昨今の電子商取引に
せよ，そうした電子的取引様式の形成に至るプロセスを見ることで，実は，各々
のビジネス・システムが種々の制約に沿った発展軌道の先にあることが分か
る。
　さて，こうした暫定的なモデルを提示することで，新しい問題も見え隠れす
る。本稿では，きちんと整理することができなかったが，標準化の問題が大き
なトピックになるはずである。これは，電子データのプロトコルの摺り合わせ
の問題であったり，商取引のフォーマットであったりするが，これらが，第３
次産業革命のビジネス・システムの生成・発展に影響を与えていることは紛れ
もない事実である。しかし，その影響がどこにどのように作用しているかは，
標準化を決定する政治的プロセスの考察を含めねばならず，現時点での筆者の
関心と能力の範囲を超える問題である。一昔前に流行したビジネスと政治の経
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営史的考察52がこうした問題に答える光を与えてくれるはずであり，標準化問
題を含めたビジネス・システムの生成・発展の概念モデルを提示するべく，標
準化に関わる事例研究を深めたいと考えている。
付記： 本稿は平成23年度の科学研究費補助金（若手Ｂ）「戦略変更の「難しさ」
に関するプロセス研究」の支援を受けたものです。記して感謝申し上げ
ます。
注⑴　Alfred D. Chandler, Jr., The Visible Hand, Harvard U. P., 1977, p.373 鳥羽欽一郎・小林袈裟治
訳『経営者の時代（上・下）』東洋経済新報社，1979年。
⑵　川辺信雄『新版 セブン-イレブンの経営史』有斐閣，2003年（初版は1994年）。
⑶　Thomas K. McCraw ed., Creating Modern Capitalism: How Entrepreneurs, Company, and 
Countries Triumphed Three Industrial Revolutions, Harvard University Press, 1997, Joseph 
Finkelstein, The American Economy: From the Great Clash to the Third industrial Revolution, 
Harlan Davidson, Inc., 1992.
⑷　そうした中でもプロセス・マネジメントに焦点を当てた，Michael Hammer & James 
Champy, Reengineering the Corporation, HarperCollins Publishers, 2001, 2003，野中郁次郎監訳
『リエンジニアリング革命』日経ビジネス人文庫，2002年（この翻訳は1993年の初版のものであ
る。基本的な主張は変わらないが，一部のケースが入れ替えられている）は，既存の業務に，た
だコンピュータを入れるのではなく，業務プロセス自体を再設計する際の ITの意義についても
語っている点で参考になる。ただし，マネジメントといったソフト的側面を議論している本なの
で，コンピュータや通信のハード的な側面について詳述されているわけではない。これと類似の
研究で参考になるものに，井上達彦『情報システムと事業システムの進化』白桃書房，1998年が
ある。
⑸　Alvin Toffler, Powershift: Knowledge, Wealth, and Violence at the edge of the 21th Century, 
Bantam Books, 1990，pp131～132，徳山二郎訳『パワーシフト』フジテレビ出版，1991年，206
～207ページより引用。
⑹　武田晴人編『日本の情報通信産業史』有斐閣，2011年を参照。同書は，コンピュータと通信の
融合の歴史を通史的に記述した数少ない研究の１つである。
⑺　日本通運株式会社編『社史』1962年，699～700ページ，渡辺敦郎「トラック業者の情報戦略」
『調査月報』（長銀）No.231，1985年，19～20ページ。
⑻　大内巌「日本通運のオンライン・システム」『ビジネス・コミュニケーション』Vol.6 No.6，
1969年，47～48ページ，川田博雄「路線トラックと情報システムの歩みと展望─宅配便とVAN
─」『季刊MOBILITY』54号，1984年，31ページ，北原安定「データ通信の将来と公社の役割」
『電信電話経営月報』第197号，1966年，４ページ。
⑼　ここでいう自由なビジネス活動とは，コンピュータを通信回線につないで，他社と電子データ
をやり取りしたいといった時に，それが制度的に可能である状態を指す。
⑽　「　」内は，日本生産性本部 日本電子計算開発協会 共編『アメリカのMIS 訪米MIS 使節団
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報告書』（非売品）1968年，14～15ページより引用。
⑾　議会での論調の概要については，武田晴人編，前掲書，90～92ページを参照のこと。
⑿　川田博雄「路線トラックと情報システムの歩みと展望─宅配便とVAN」『季刊 MOBILITY』
第54号，1984年，および，武田晴人編，前掲書，308ページの注18を参照のこと。
⒀　武田晴人編，前掲書，312～313ページ。
⒁　武田晴人編，前掲書，308ページ。
⒂　武田晴人編，前掲書，308ページ。
⒃　新NEKOシステムの概要は，武田晴人編，前掲書，322～323ページを参照のこと。
⒄　1960年代の流通業の情報化については，武田晴人編，前掲書，第７章を参照のこと。同書によ
ると，米国 IBMの小型コンピュータ IBM1401の月額レンタル料が234万円だったのに対し，国
産の同等機，例えば，日本電気のNEAC1201は11万円，富士通のFACOM230/10は30～70万で，
７から20倍の差があり，性能はさておき，国産機がいかに安価であったかが分かる。
⒅　本稿では1992年までのストーリーしか扱わないが，その後のセブン-イレブンのサービス・イ
ノベーションと IT革新のストーリーも考察した文献では以下のものが参考になる。碓井誠『セ
ブン-イレブン流 サービス・イノベーションの条件』日経BP，2009年。
⒆　緒方知行『セブン-イレブン イトーヨーカ堂の流通情報革命』TBS ブリタニカ，1991年，186
～187ページ。小川孔輔『マーケティング情報革命』有斐閣，1999年，173～175ページ，（株）セ
ブン-イレブン・ジャパン編『セブン-イレブン・ジャパン 終わりなきイノベーション1973－
1991』1991年，186ページ。
⒇　川辺信雄，前掲書，253～254ページ。
21　野村コンピュータシステムへの業務委託の開始月は文献によってまちまちである。セブン-イ
レブン社史では，1979年２月に全面委託となっているが，後に野村コンピュータシステムと合併
した野村総合研究所の冊子では，78年12月となっている。おそらく，78年12月から両社でオンラ
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